
南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補助金交付要綱 
 

令和５年５月２４日制定 

建設要綱第  １２  号 

令和７年６月１日一部改正 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地震時におけるブロック塀等の倒壊による事故の発生及び避難

経路の閉塞を未然に防止することを目的として、避難路に面する危険なブロック塀

等の安全対策に要する経費に対し、予算の範囲内において南部町ブロック塀等耐震

改修促進支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、南部

町補助金等の交付に関する規則（平成 18 年１月１日南部町規則第 51 号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとお

りとする。 

 ⑴ 避難路 南部町耐震改修促進計画に位置付けられた避難路をいう。 

 ⑵ ブロック塀等 組積造の塀及び補強コンクリートブロック造の塀（門柱を除く。）

をいう。 

 ⑶ 耐震診断 「ブロック塀等の点検のチェックポイント」（平成 30 年６月 21 日付

け国住指第 1130 号国土交通省建築指導課長通知）を用いて、ブロック塀等の安全

性を点検することをいう。 

 ⑷ 専門家 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第２条第１項に規定する建築士又

は公益法人日本エクステリア建設事業協会が制定したブロック塀診断士の資格を

有する者若しくはこれと同等の資格を有する者をいう。 

 ⑸ 耐震改修 一般財団法人日本建築防災協会が発行した「既存ブロック塀等の耐

震診断基準・耐震改修設計指針・同解説」に基づいて専門家の設計により行われ

るブロック塀等の耐震改修工事をいう。 

 ⑹ 建替え 既存のブロック塀等が存する敷地を含む敷地で行う建替え工事をいう。 

 ⑺ 除却 ブロック塀等の全部又は一部を取り除く工事をいう。 

 ⑻ 耐震改修工事等 ブロック塀等の耐震化を図るために行う、耐震改修、建替え

又は除却をいう。 

 

 （補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、町税（町民

税、固定資産税、国民健康保険税及び軽自動車税をいう。以下同じ。）を滞納してい

ない個人で、次の要件を満たす者とする。 

 ⑴ 町内に存するブロック塀等の所有者等（当該所有者の配偶者又は二親等内の親

族を含む）であって、当該ブロック塀等について耐震改修工事等を行う者である



こと。 

 ⑵ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でない者又は同条第２

号に規定する暴力団若しくは暴力団員と関係を有していない者であること。 

 

 （補助対象塀） 

第４条 補助金の対象となるブロック塀等（以下「補助対象塀」という。）は、次の各

号に掲げる要件いずれにも該当するものとする。 

 ⑴ 避難路沿道に存するもの。 

 ⑵ 耐震診断の結果、倒壊の危険性があると判断されたもの。 

 ⑶ 道路面からの高さ（基礎を含む。）が１メートル以上であるもの。 

 ⑷ 過去にこの要綱に基づく補助金の交付を受けていないもの。 

 ⑸ 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第９条の規定に基づく命令を受けていな

いもの。 

 

 （補助対象工事） 

第５条 補助金の交付の対象となる工事（以下「補助事業」という。）は、補助対象塀

の耐震改修工事等で、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当するものとする。 

 ⑴ 国、地方公共団体の公共用地の取得に伴う損失補償を受ける予定がないもの。 

 ⑵ 国、地方公共団体その他公共団体の他の制度に基づく補助金等の交付を受ける

予定がないもの。 

 ⑶ 耐震改修工事等の結果、補助対象塀が地震に対して安全な構造となること（除

却の場合を除く。）。 

 ⑷ 耐震改修工事等の結果、補助対象塀が建築基準法第 42 条に規定する道路に突出

して存在しない等、同法の規定に適合すること。 

 ⑸ 補助対象塀の一部を除却する場合は、道路面からの高さ（基礎を含む。）住宅新  

築リフォーム支援事業と木造住宅耐震改修促進支援事業との併用は工事内容のすみ分  

けが出来ていれば可となる。（県）が１メートル未満となること。 

 

 （補助対象経費及び補助金の額） 

第６条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は耐震改修

工事等に要する工事とし、ブロック塀等の総延長に１メートル当たり 80,000 円を乗

じて得た額を限度とする。 

２ 補助金の額は、補助対象経費に３分の２を乗じて得た額（1,000 円未満の端数があ

る場合はこれを切り捨てるものとする。）又は 240,000 円のいずれか低い額とする。 

 

 （補助金の交付申請） 

第７条 補助対象者は、耐震改修工事等に関する契約の締結前に南部町ブロック塀等

耐震改修促進支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に、次の掲げる書類を添付

して町長に提出しなければならない。 



 ⑴ 敷地の位置図（縮尺 1,000 分の１程度で工事区域を明示したもの） 

 ⑵ 耐震改修工事等を実施する補助対象塀等の配置図（前面道路幅員、補助対象塀

の位置及び距離を明示したもの） 

 ⑶ 耐震改修工事等を実施する補助対象塀の高さ及び仕様を示した概要図等 

 ⑷ 専門家の設計図書（耐震改修の場合に限る。） 

 ⑸ 現況写真（補助対象塀の状況が分かるものを２枚以上） 

 ⑹ 契約締結予定の施工業者から徴取した工事見積書 

 ⑺ 補助対象者本人であることを確認できる書類（免許証、パスポート、住民基本

台帳カード等の写し） 

 ⑻ 補助対象塀が存する敷地の所有者を確認できる書類（固定資産税課税明細書の

写し、登記事項証明書等） 

 ⑼ 町税等の滞納がないことを証明する書類 

 ⑽ 補助対象塀の所有者が申請者以外にもいる場合にあっては、工事同意書（様式

第２号） 

 ⑾ 代理人が申請する場合にあっては、委任状（様式第３号） 

 ⑿ その他町長が必要と認める書類 

 

 （補助金の交付決定等） 

第８条 町長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る書類等の審

査及び必要に応じて現地調査等（以下「審査等」という。）を行った上で、補助金の

交付の可否及び補助金の額を決定するものとし、交付すると決定したときは、南部

町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補助金交付決定通知書（様式第４号）により、

当該申請をした者に対し通知するものとする。 

２ 前項の規定により通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、同項の通知

後に耐震改修工事等に関する契約を締結し、補助事業に着手しなければならない。 

３ 町長は審査等により、交付しないと決定したときは、南部町ブロック塀等耐震改

修促進支援事業補助金不交付決定通知書（様式第５号）により、当該申請をした者

に対し通知するものとする。 

 

 （申請の取下げ） 

第９条 規則第８条の規定による取下げは、南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事

業補助金交付申請取下届出書（様式第６号）により行わなければならない。 

２ 前項の規定による申請の取下げの期日は、補助金の交付の決定を受けた日から起

算して 15 日を経過した日とする。 

 

 （補助事業の変更、中止又は廃止） 

第 10 条 補助事業者は、補助事業の内容の変更（軽微な変更（当初の事業目的を変更

しない範囲のものであって、補助金の額に変更を生じないものをいう。）を除く。）、

中止又は廃止するときは、南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業（変更・中止・

廃止）承認申請書（様式第７号）を町長に提出し、承認を受けなければならない。



この場合において、第８条第１項の規定により交付の決定を受けた補助金の額を増

額することはできないものとする。 

２ 町長は、前項の規定による申請を承認したときは、南部町ブロック塀等耐震改修

促進支援事業（変更・中止・廃止）承認通知書（様式第８号）により補助事業者に

通知するものとする。 

 

 （実績報告） 

第 11 条 規則第 13 条の規定による補助事業の完了（補助事業の廃止の承認を受けた

ときを含む。）に係る報告は、当該事業完了後 30 日以内又は当該事業完了の日の属

する町の会計年度の１月末日のいずれか早い日までに、南部町ブロック塀等耐震改

修促進支援事業完了実績報告書（様式第９号）に掲げる書類を添付して行わなけれ

ばならない。 

 ⑴ 耐震改修工事等を実施した補助対象塀の高さ及び仕様を示した概要図等 

 ⑵ 工事の着手前から完了後までの状況が分かる工程ごとの写真及び全景写真 

 ⑶ 工事契約書の写し 

 ⑷ 耐震改修工事等に要した費用に係る施工業者からの請求書及び領収書の写し 

 ⑸ その他町長が必要と認める書類 

 

 （補助金の額の確定） 

第 12 条 町長は、前条の規定による実績報告を受けた場合において、当該報告に係る

書類の審査等を行った上で、補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに

付した条件に適合すると認めたときには、交付すべき補助金の額を確定するものと

し、規則第 14 条の規定による通知は、南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補

助金額確定通知書（様式第 10 号）により行うものとする。 

 

 （補助金の請求及び交付） 

第 13 条 補助事業者は、前条の規定による補助金の額の確定通知を受けたときは、南

部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補助金請求書（様式第 11 号）を、補助事業

が完了した日の属する会計年度の２月末日までに提出しなければならない。 

２ 町長は、前項の規定による補助金の交付請求に基づき、補助金を交付するものと

する。 

 

 （交付決定の取消し） 

第 14 条 町長は、補助事業者が、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補

助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができるものとする。 

 ⑴ この要綱の規定に違反したとき。 

 ⑵ 虚偽その他不正の手段により補助金の交付の決定又は交付を受けたことが明ら

かになったとき。 

２ 町長は、前項の規定により交付の決定を取り消したときは、南部町ブロック塀等

耐震改修促進支援事業補助金交付決定取消通知書（様式第 12 号）により通知するも



のとする。 

 

 （補助金の返還） 

第 15 条 規則 18 条の規定による返還命令は、南部町ブロック塀等耐震改修促進支援

事業補助金返還命令書（様式第 13 号）により行うものとする。 

 

 （立入検査等） 

第 16 条 町長は、必要があると認めるときは、補助事業者から、報告若しくは資料の

提出を求め、又は当該職員に建築物若しくは敷地等に立ち入らせ、関係者に質問さ

れるものとする。 

２ 町長は、前項の結果、必要があると認めるときは、補助事業者に対し、補助対象

塀の耐震改修工事等が適切に実施されるよう必要な措置を講ずるよう指導すること

ができる。 

 

 （調査に対する協力） 

第 17 条 補助事業者は、この要綱による補助金の執行等に関し、町長が必要な調査を

しようとするときは、これに協力しなければならない。 

 

 （書類の整備及び保存） 

第 18 条 補助事業者は、本事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び書類を備

え付け、これらを補助事業が完了した日の属する会計年度の翌年度の４月１日から

起算して５年間保存しなければならない。 

 

 （その他） 

第 19 条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、町長が別

に定める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、令和５年５月２４日から施行する。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、令和７年６月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 



様式第１号（第７条関係） 

 

年  月  日 

 

 

 

 南部町長          様 

 

 

 

                 （申請者）住所 

                      氏名 

                      電話番号 

 

南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補助金交付申請書 

 

 標記の補助金の交付を受けたいので、南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補

助金交付要綱第７条の規定により、下記のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

 １．工事の内容 

    南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補助金交付要綱第２条第１項第８

号に規定する耐震改修工事等のうち、ブロック塀等の耐震化を図るために実施

する（耐震改修・建替え・除却） 

 ２．工事着手予定年月日        年   月   日 

 ３．工事完了予定年月日        年   月   日 

 ４．補助対象塀の規模      ※別紙１のとおり 

 ５．交付申請額         金          円 

 ６．交付申請額の算定方法等 

 

耐震改修工事等に要する費用の額 Ａ 円 

１ｍ当たり 80,000 円を補助対象塀の総延長に乗じた額 Ｂ 円 

Ａ又はＢのいずれか低い額に 2/3 を乗じた額（千円未満切捨

て）上限 120,000 円 

交付申請額 

円 

 

 

 

 

 



様式第１号（第７条関係） 別紙１ 

 

【補助対象塀の概要】 

所在地（地番） 南部町 

ブロック塀等 

の概要 

補助事業の対象となるブロック塀等は次のとおりです。 

（該当する項目の□に✓をつけてください。） 

 

①ブロック塀等の種類 

 □補強コンクリートブロック造 

 □れんが造 □石造 □鉄筋のないブロック造 

 □その他（                   ） 

 

②ブロック塀等の規模（耐震改修工事等の範囲） 

 ・道路面からの高さ     ｍ 

 ・総延長     ｍ 

 

③□次の要件のすべてに該当します。 

 ⑴ 南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補助金交付要綱

第２条第１号の規定による避難路沿道に存するもの 

 ⑵ 過去に南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補助金交

付要綱に基づく補助金の交付を受けていないもの 

 ⑶ 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第９条の規定に基づ

く命令を受けていないもの 

〇当該補助対象堀の耐震改修工事等については、国等からの同様の補助金及び公共用

地の取得に伴う損失補償を受ける予定がないとともに、当該補助申請書および添付書

類に記載される事項は事実に相違ありません。また、申請者である私は、暴力団若し

くは暴力団員との関係を有していないことを誓約します。なお、説明を求められた際

には誠実に対応いたします。 

---------------------------------------------------------------------------- 

・補助対象塀の耐震診断結果 

  「ブロック塀等の点検のチェックポイント」（平成 30 年６月 21 日付け国住指第 1130

号国土交通省建築指導課長通知）を用いて、当該補助対象塀の安全を点検した結果、

添付のとおり不適合な項目があり、倒壊の危険性があると判断します。 

 

                 診断年月日        年  月  日 

                 会社名・代表者 

 

                 所在地 

                 診断者氏名 

                 （電話番号：             ） 

 

 

 



様式第２号（第７条関係） 

年  月  日 

 

 

 

 南部町長          様 

 

 

 

                 （申請者）住所 

                      氏名 

 

工 事 同 意 書 

 

〇補助対象塀 

ブロック塀 

等 の 種 類 

 

規 模 等 
 

 

所 在 地 
 

 

工 事 内 容 
 

 

 

 私は、上記ブロック塀等の工事の実施及び南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事

業の補助金の交付を申請することについて、同意します。 

 氏  名 住  所 持分等 印 

１ 

 

 

 

   

２ 

 

 

 

   

３ 

 

 

 

   

 ※申請者以外の所有者の本人確認書類の写しを添付すること。 

 

 

 

 

 

 



様式第３号（第７条関係） 

年  月  日 

 

 

 

 南部町長          様 

 

 

 

                 （申請者）住所 

                      氏名 

 

委 任 状 

 

 私は、 

  （代理人の勤務先名） 

                                       

  （代理人の勤務先住所） 

                                       

  （代理人の氏名） 

                                       

  （代理人の電話番号） 

                                       

 を代理人と定め、下記に関する一切の権限を委任します。 

 

記 

 

【委任事項】 

 

・南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補助金交付申請に関する一切の手続き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号（第８条関係） 

年  月  日 

 

 

 

               様 

 

 

 

                       南部町長  

 

 

 

南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補助金交付決定通知書 

 

     年  月  日付けで申請のあった南部町ブロック塀等耐震改修促進支援

事業補助金について交付することと決定したので、南部町ブロック塀等耐震改修促進

支援事業交付要綱第８条第１項の規定により、下記のとおり通知します。 

 

記 

 

交付決定額 金           円 

交付条件 

⑴ 補助事業の内容を変更する場合は、町長にその承認を受け

ること。 

⑵ 補助事業を中止し、又は廃止する場合は、町長にその承認

を受けること。 

⑶ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業

の遂行が困難となった場合は、速やかに町長に報告してその

指示を受けること。 

⑷ 補助事業の状況、補助事業の経費の収支、その他補助事業

に関する事項を明らかにする書類、帳簿等を補助事業が完了

した日の属する会計年度の翌年度の４月１日から起算して

５年間保管しておくこと。 

 

 

 

 

 

 



様式第５号（第８条関係） 

年  月  日 

 

 

 

               様 

 

 

 

                       南部町長  

 

 

 

南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補助金不交付決定通知書 

 

     年  月  日付けで申請のあった南部町ブロック塀等耐震改修促進事業

補助金について、下記の理由により交付しないことと決定したので、南部町ブロック

塀等耐震改修促進支援事業交付要綱第８条第３項の規定により、通知します。 

 

記 

 

不交付理由 

 

 



様式第６号（第９条関係） 

年  月  日 

 

 

 

 南部町長          様 

 

 

 

                 （申請者）住所 

                      氏名 

 

南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補助金交付申請取下届出書 

 

     年  月  日付け     第   号で補助金の交付決定の通知を受

けた南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補助金について、申請を取り下げした

いので、南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補助金交付要綱第９条の規定によ

り、届出します。 

 

記 

 

１．補助事業の名称：南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補助金 

２．補助対象塀の所在地（地番）：南部町 

３．補助金交付決定額：金         円 

４．補助金申請年月日：    年  月  日 

５．取下げ理由 

 

 

 

６．添付書類 

  ・南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補助金交付決定通知書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第７号（第 10 条関係） 

年  月  日 

 

 

 

 南部町長          様 

 

 

 

                 （申請者）住所 

                      氏名 

 

南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業（変更・中止・廃止）承認申請書 

 

     年  月  日付け    第  号で補助金の交付決定の通知を受けた

南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業について、下記のとおり（変更・中止・廃

止）したいので、南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補助金交付要綱第 10 条第

１号の規定により、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１．補助事業の名称：南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業 

２．補助対象塀の所在地（地番）：南部町 

３．申請（変更・中止・廃止）の理由 

 

 

 

４．中止の期間及び再開の時期（廃止の時期） 

 

 

 

５．添付書類 

  変更の場合は、別紙１及び添付資料 

 

 

 

 

 

 

 



様式第７号（第 10 条関係） 別紙１ 

 

１．補助事業の概要 

工事の内容 
（ 耐震改修 ・ 建替え ・ 除却 ）工事 

         ※いずれかを〇で囲んでください。 

事業の期間      年  月  日～    年  月  日 

補助対象塀の種類  

補助対対象の規模  道路面からの高さ    ｍ・総延長    ｍ 

交付申請額 
 金          円 

（金          円） 

交付申請額及び変 

更交付申請額の算 

出方法等 

耐震改修工事等に要する費用の額 Ａ         円 

（       円） 

１ｍ当たり 80,000 円を補助対象塀の

総延長に乗じた額 Ｂ 

        円 

（       円） 

Ａ又はＢのいずれか低い額に 2/3 を乗

じて得た額（千円未満切捨て） 

上限 120,000 円 

交付申請額 

        円 

（       円） 

※交付申請額及び変更交付申請額の算出方法等の欄は、上段に変更後の額、下段に括

弧書きで変更前の額を記入してください。 

２．変更項目、内容及び理由 

変更項目 変更前 変更後 変更理由 

    

※南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補助金交付要綱第７条に掲げる書類等の

うち、変更に関わる書類等を添付してください。 

 



様式第８号（第 10 条関係） 

年  月  日 

 

 

 

               様 

 

 

 

                       南部町長  

 

 

 

南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業（変更・中止・廃止）承認通知書 

 

     年  月  日付けで申請のあった南部町ブロック塀等耐震改修促進支援

事業（変更・中止・廃止）について、下記のとおり承認しますので、南部町ブロック

塀等耐震改修促進支援事業交付要綱第 10 条第２項の規定により、通知します。 

 

記 

 

１．補助事業の名称 南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補助金 

２．交付決定額 金           円 

３．  承認の内容 

 

①事業を変更すること 

 

②事業を中止すること 

 

③事業を廃止すること 

 

４．承認の理由 申請内容が妥当である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第９号（第 11 条関係） 

年  月  日 

 

 

 

 南部町長          様 

 

 

 

                 （申請者）住所 

                      氏名 

 

南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業完了実績報告書 

 

     年  月  日付け    第  号で補助金の交付決定の通知を受けた

南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業について事業が完了しましたので、南部町

ブロック塀等耐震改修促進支援事業補助金交付要綱第 11 条の規定により、関係書類を

添えて下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１．補助事業の名称：南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業 

２．補助対象堀の所在地（地番）：南部町 

３．補助金の交付決定額及び清算額 

                  交付決定額 金            円 

                    清算額 金            円 

４．補助事業の実施期間           自      年   月   日 

                      至      年   月   日 

５．添付書類 

  ①耐震改修工事等を実施した補助対象塀の高さ及び仕様を示した概要図等 

  ②工事の着手前から完了後までの状況が分かる工程ごとの写真及び全景写真 

  ③工事契約書の写し 

  ④耐震改修工事等に要した費用に係る施工業者からの請求書及び領収書の写し 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第 10 号（第 12 条関係） 

年  月  日 

 

 

 

               様 

 

 

 

                       南部町長  

 

 

 

南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補助金額確定通知書 

 

     年  月  日付けで実績報告のあった南部町ブロック塀等耐震改修促進

支援事業について、下記のとおり補助金の額を確定しましたので、南部町ブロック塀

等耐震改修促進支援事業交付要綱第 12 条の規定により、通知します。 

 

記 

 

１．補助事業の名称：南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業 

２．補助対象塀の所在地（地番）：南部町 

３．補助金確定額：金          円 

４．その他： 

  ・     年  月  日までに補助金の交付請求書を提出してください。 

  ・ 図面や契約書など補助事業の状況、補助事業の経費の収支、その他補助事業

に関する事項を明らかにした書類、帳簿等は、    年  月  日まで保

管してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第 11 号（第 13 条関係） 

年  月  日 

 

 

 

 南部町長          様 

 

 

 

                 （申請者）住所 

                      氏名 

 

南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補助金請求書 

 

 

金           円 

 

    年  月  日   第    号で補助金の交付決定の通知のあった、南

部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補助金を下記のとおり請求します。 

 

記 

 

請求金額  金        円 

 

補助金申請額 交付決定額 交 付 済 額 今回請求額 備 考 

円 

 

 

 

円 

 

 

 

円 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

【振込先】 

金融機関名  支 店名 等  

口座種 類 普通・当座 口座 番 号  

ふりが な  

口座名 義  

 

 



様式第 12 号（第 14 条関係） 

年  月  日 

 

 

 

               様 

 

 

 

                       南部町長  

 

 

 

南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補助金交付決定取消通知書 

 

     年  月  日付け     第  号で交付決定した  年度南部町ブ

ロック塀等耐震改修促進支援事業補助金について、下記のとおり交付決定の（全部・

一部）を取り消したので、南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業交付要綱第 14 条

第２項の規定により、通知します。 

 

記 

 

１．補助事業の名称：南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業 

２．補助対象塀の所在地（地番）：南部町 

３．補助金取消額：金          円 

４．取消しの理由： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第 13 号（第 15 条関係） 

年  月  日 

 

 

 

               様 

 

 

 

                       南部町長  

 

 

 

南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業補助金返還命令書 

 

     年  月  日付け     第  号で交付決定した  年度南部町ブ

ロック塀等耐震改修促進支援事業補助金について、南部町ブロック塀等耐震改修促進

支援事業交付要綱第 15 条の規定により、下記のとおり補助金の返還を命じます。 

 

記 

 

１．補助事業の名称：南部町ブロック塀等耐震改修促進支援事業 

２．補助対象塀の所在地（地番）：南部町 

３．返還金額：金          円 

４．返還期日：    年  月  日  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


